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全     体 事 業 企 画 官：菊地、(中村) 46-304,(46-322)

港湾整備事業 計 画 課：野沢、中村 46-323,46-322 

(ｽｰﾊﾟｰ中枢港湾関係) 港 湾 経 済 課：神谷 46-814 

民 間 連 携 事 業 民間連携推進室：西村 46-462 

海 岸 事 業 海岸・防災課：宮津 46-714 

災害復旧事業等 災 害 対 策 室：稲田 46-752 

行 政 経 費 総  務  課：鈴木 46-142 

その他施設費 計  画  課： 林(健) 46-327 
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２．新規制度等 

 

事          項 内 示 

 

   港湾関係事業  

 

（１）スーパー中枢港湾を核としたコンテナ物流の総合的集中改革プログラムの推進 

スーパー中枢港湾を核としたコンテナ物流の総合的集中改革プログラムにおい

て、以下の５つのモデル事業を実施（モデル事業の実施期間は３年間を限度）。 

・ コンテナターミナルの２４時間オープン実現のためのモデル事業 

・ 内航フィーダーサービス等の充実のためのモデル事業 

・ 鉄道による内陸へのコンテナ輸送サービスの充実のためのモデル事業 

・ インランドポートを活用した空コンテナ輸送効率化のためのモデル事業 

・ 電子タグ等を活用した港湾物流情報化推進のためのモデル事業 

 

（２）離島における活動拠点の整備 

離島における輸送、補給、荒天時の待避等が可能な活動拠点の整備に向けた検

討及び波浪観測等を行うための調査の実施。 

 

（３）特定民間都市開発事業等に係る特例措置の延長 

・ 特定民間都市開発事業（参加業務）に係る三大都市の一定地域（港湾区域及び

臨港地区）を事業対象地域とする特例措置の期限を平成２４年３月３１日まで延

長。 

・ 特定民間都市開発事業（参加業務）及び地域自立・活性化支援出資に係る建築

利便施設の整備費の全額を支援限度額に算入する特例措置の期限を平成２４年３

月３１日まで延長。 

 

 

 

 

認める。

 

 

 

 

 

 

 

 

認める。

 

 

 

認める。
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事          項 内 示 

 

   海岸事業  

 

（４）津波・高潮危機管理対策緊急事業の拡充 

危機管理対応の充実を図るため、潮位計等の観測施設の設置、観測データを収

集・処理・伝達するシステムの整備を行うとともに、局所的な堤防等未整備箇所

において堤防等を整備し連続性の確保を図ることや排水工の整備を行うことによ

り、津波・高潮発生時における人命の優先的な防護を推進。 

   ※ただし、事業対象海岸の拡充については認めない。 

 

 

 

 

認める。※

 

 

 

 

 

事          項 内 示 

 

   その他施設費  

 

（５）港湾機能高度化施設整備費補助事業の拡充 

観光圏への玄関口となる旅客船ターミナルビルの整備を、「港湾機能高度化施設

整備費補助金」の対象施設に追加（港湾観光交流支援基盤施設）。 

   ［補助率：４／１０］ 

 

 

 

 

認める。
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【港湾関係事業】 

１．港湾整備事業 
（１）国費                         （単位：百万円）  

所 管  区 分 
平成 20 年度 

予 算 額 

平成 21 年度 

内 示 額 

対前年 

度 比 

国 土 交 通 省 204,787 195,588 0.955 

港 湾 局 163,942 158,095 0.964 

北 海 道 局  22,499  21,060 0.936 

都市･地域整備局  18,346  16,433 0.896 

（ 離 島 ） ( 12,385) ( 10,992) 0.888 

（ 奄 美 ） (  5,961) (  5,441) 0.913 

内   閣   府  23,163  21,912 0.946 

沖 縄 振 興 局  23,163  21,912 0.946 

計 227,950 217,500 0.954 

 

（２）重点事項（国費ベース）               （単位：百万円） 
平成 21 年度 

内 示 額 重   点   事   項 

平成20年度 

予 算 額 

 対前年度比

１ 国際競争力の強化（成長力の強化） 
① スーパー中枢港湾プロジェクトの充実・深化 

② 港湾サービスの高度化 

③ 国際複合一貫輸送網改革プログラム 

117,480 

51.5% 
117,657 

54.1% 
1.00 

２ 地域の活性化（成長力の強化） 
① 港湾を核とした地域活性化プログラムの推進 

② 国際競争力の高い魅力ある観光地の形成 

③ 地域公共交通活性化のための取組 

 56,401 

 24.7% 
 59,067 

 27.2% 
1.05 

３ 安全・安心の確保 

（安全・安心で質の高い国民生活の構築）
① 大規模災害への対応力強化 

② 港湾における保安・安全対策の推進 

③ バリアフリー化の推進 

④ 港湾施設の戦略的維持管理の推進 

⑤ 海洋政策の推進 

 12,430 

 5.5% 
 12,124 

 5.6% 
0.98 

４ 地球環境問題への対応（低炭素社会の構築） 
① 港湾行政のグリーン化の推進 

② 海面処分場の計画的な確保 

 41,639 

 18.3% 
 28,652 

 13.2% 
0.69 

合         計 227,950 217,500 0.954 

注１）数値の上段は国費、下段はシェアを表す。 

２）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 
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（３）新規着工事業 

事業名 

【事業主体】 

総事業費

（億円）
整備期間 便益の主な根拠 Ｂ/Ｃ

新潟港 東港区西ふ頭地区 

国際海上コンテナターミナル 

整備事業 

    【北陸地方整備局】 

77 

[54] 
H21～H23 

・輸送コスト削減 

（予測取扱貨物量：6.2 万 TEU/年） 
6.7 

名古屋港 鍋田ふ頭地区 

国際海上コンテナターミナル 

整備事業 

    【中部地方整備局】 

264 

[194] 
H21～H27 

・輸送コスト削減 

（予測取扱貨物量：22 万 TEU/年） 
5.5 

川崎港 東扇島～水江町地区 

臨港道路整備事業 

 

    【関東地方整備局】 

540 

[540] 
H21～H28 

・輸送コスト削減 

（予測交通量：21,700 台/日） 
2.0 

徳島小松島港 沖洲（外）地区 

複合一貫輸送ターミナル 

整備事業 

    【四国地方整備局】 

127 

[118] 
H21～H26 

・輸送コスト削減 

（予測取扱貨物量：210 万トン/年) 
2.5 

注１）［   ］内は港湾整備事業費で総事業費の内数である。 

 

（４）国庫債務負担行為 

  限度額４４，８５６百万円を認める。 

 

 

２．港湾関係民間連携事業 
国費                                          （単位：百万円） 

区   分 
平成 20 年度

予 算 額

平成 21 年度

内 示 額

対前年 

度 比 
備     考 

港 湾 民 間 拠 点 施 設 

整 備 事 業 費 補 助 
297 252 0.848

民間都市開発推進機構に対

する補助 

埠頭整備資金貸付金 3,734 4,158 1.114
外貿埠頭公社、特定国際ｺﾝﾃﾅ埠頭認

定運営者等への無利子貸付金 

港湾開発資金貸付金 300 700 2.333
物流施設等を整備する民間

事業者への無利子貸付金 

注１）本表の予算額は、港湾整備事業費の内数である。 



 6

【海岸事業等】 
１．海岸事業 

（１）国費                          （単位：百万円） 

所 管  区 分 
平成 20 年度 

予 算 額 

平成 21 年度 

内 示 額 

対前年 

度 比 

国 土 交 通 省 

港 湾 局 

北 海 道 局 

都市･地域整備局 

（ 離 島 ） 

（ 奄 美 ） 

         24,254 

22,740 

            294 

          1,220 

          1,167 

             53 

         23,647 

22,059 

            249 

          1,339 

          1,277 

             62 

0.975  

0.970 

0.847 

1.098 

1.094 

1.170 

内      閣      府 

沖 縄 振 興 局 

            526 

            526 

            343 

            343 

0.652 

0.652 

計  24,780  23,990 0.968 

 

 

（２）重点事項（国費ベース）               （単位：百万円） 

平成 21 年度 

内 示 額 重   点   事   項 
平成20年度 

予 算 額 

 対前年度比

１ 安全・安心の確保 

（安全・安心で質の高い国民生活の構築）
① 災害の危険性の高い地域における緊急津波・高潮対策の推進

② 海岸保全施設の老朽化対策の推進 

③ ハード・ソフト一体となった津波・高潮対策（拡充） 

 

 21,960 

   88.6% 
 21,619 

   90.1% 
0.98 

２ 地域の活性化（成長力の強化） 
①海岸利用の活性化のための海岸環境整備事業の促進 

②地域住民・NPO 等と連携した住民参加型の海辺づくり 

 2,464 

   9.9% 
  2,059 

   8.6% 
0.84 

３ 地球環境問題への対応 

（安全・安心で質の高い国民生活の構築）
①地球温暖化による気候変動への対応 

②海辺の環境や景観の保全・創造 

    356 

    1.4% 
    312 

    1.3% 
0.88 

合         計  24,780  23,990 0.968 

注１）数値の上段は国費、下段はシェアを表す。 

注２）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 
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（３）新規着工事業 

事業名 

【事業主体】 

総事業費

（億円）
整備期間 便益の主な根拠 Ｂ/Ｃ

和歌山下津港海岸 

直轄海岸保全施設整備事業 

     【近畿地方整備局】 

250 H21～H31 
浸水防護面積：387ha 

浸水防護戸数：5,224 戸 
8.9 

 

 

  《補助海岸》   5 海岸 

 

 

（４）国庫債務負担行為 
 

    限度額２，９９４百万円を認める。 

 

 

 

 

２．災害復旧事業等 

国費                                  （単位：百万円） 

区   分 
平成 20 年度 

予 算 額 

平成 21 年度 

内 示 額 
対前年度比 

 

災害復旧事業等 

 

1,252 

 

 

1,252 

 

 

1.000 
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【行政経費関係】 
 

国費 （単位：百万円）

平 成 20 年 度 平 成 21 年 度 対前年

    　　　　         区　　　　　　　　　　分 予 算 額 内 示 額 度  比

施設整備費 785 779 0.993  

その他施設費 785 779

  港湾機能高度化施設整備費補助事業 785 769

　　(1)循環資源取扱支援施設 89 42

　　(2)貨物積替円滑化支援施設 472 502

　　(3)高能率貨物取扱支援施設 105 85

　　(4)港湾保安・安全向上施設 2 4

　　(5)港湾観光交流支援基盤施設 － 136 新規

　　(6)その他の施設 117 0

  国土交通本省施設費 0 10

　　(1)港湾広域防災拠点支援施設　 0 10

行政経費 8,342 7,546 0.905  

港湾における水質予測手法等の検討に必要な経費 － 4 新規

無人の国境離島における活動拠点としての港湾機能の導入の検討に必要な経費 － 3 新規

港湾活動により発生する温室効果ガスの削減の推進に必要な経費 － 7 新規

人材育成等の港湾保安総合向上化事業 13 12

スピーディーでシームレスな港湾物流サービス構築の検討 42 40

港湾物流事業者間ネットワークの展開等による港湾物流業務の効率化に係る検討 52 52

港湾広域防災拠点支援施設の維持管理に必要な経費 55 49

基幹的広域防災拠点における広域輸送訓練に必要な経費 39 31

臨海部における物流施設の再編等によるコンテナターミナルの機能の強化 － 6 新規

事業継続計画（ＢＣＰ）による災害時の広域連携体制の構築のために必要な経費 － 5 新規

老朽化化学兵器の廃棄処理に必要な経費 7,401 6,675

その他の経費（港湾局） 84 61

その他の経費（地方整備局） 651 595

その他の経費（地方運輸局） 6 5

独立行政法人港湾空港技術研究所 1,739 1,663 0.957  

独立行政法人港湾空港技術研究所運営費交付金に必要な経費 1,340 1,337

独立行政法人港湾空港技術研究所施設整備に必要な経費 398 326

非公共事業分合計 10,866 9,988 0.919  

注1)合計は、四捨五入の関係で一致しない場合がある。  
 

 

 

 

 



コンテナ物流の総合的集中改革プログラムの推進

【目的】

スーパー中枢港湾プロジェクトの充実・深化を更に進めていくため、港湾のサービ
ス水準の更なる向上と国内外をつなぐ効率的・低炭素型のシームレス物流網の形
成を目指す。

【概要】

経済団体や港湾関係者との協働のもと、港湾を核とした物流を総合的に改革し
ていく先導的な官民協働プロジェクトを推進するための「コンテナ物流の総合的集
中改革プログラム」を推進する。

具体的には、ゲート２４時間サービス、内航フィーダー・バージ輸送、海上コンテ
ナ鉄道輸送等について、具体的な目標（コスト・サービス等）を設定し、その達成に
向け官民一体となってモデル事業を推進する。モデル事業終了時には、民間事業
者により自立的・継続的なビジネスが展開されることを目指す。

コンテナ物流の総合的集中改革プログラムのイメージ

○インランドポートの活用等による内陸部
におけるコンテナの新しい流通システム
の確立

④インランドポートを活用した空コン
テナ輸送効率化のためのモデル
事業

平成20
年度

★港湾関連手続の簡素化・統一化

★出入管理システムの構築

○情報システム、電子タグ等の情報通信
技術(ICT)の活用による事業者業務の徹

底効率化及び手続の自動化

⑤電子タグ等を活用した港湾物流
情報化推進のためのモデル事業

○海上コンテナの鉄道輸送ルートの充実

・京浜港－内陸部

③鉄道による内陸へのコンテナ輸
送サービスの充実のためのモデ
ル事業

○内航フィーダー輸送網の強化

・神戸港－中・四国 等

○バージ輸送網の強化

・京浜港－千葉港

・大阪港－神戸港

②内航フィーダーサービス等の充
実のためのモデル事業

○スーパー中枢港湾の主要ターミナルに
おいて、適切なコスト負担のもとでの荷主
の需要に応じたモデル事業の実施

（神戸港等）

①コンテナターミナルの２４時間
オープン実現のためのモデル事
業

24
年度

23
年度

22
年度

21
年度

具体的取組み施 策

○インランドポートの活用等による内陸部
におけるコンテナの新しい流通システム
の確立

④インランドポートを活用した空コン
テナ輸送効率化のためのモデル
事業

平成20
年度

★港湾関連手続の簡素化・統一化

★出入管理システムの構築

○情報システム、電子タグ等の情報通信
技術(ICT)の活用による事業者業務の徹

底効率化及び手続の自動化

⑤電子タグ等を活用した港湾物流
情報化推進のためのモデル事業

○海上コンテナの鉄道輸送ルートの充実

・京浜港－内陸部

③鉄道による内陸へのコンテナ輸
送サービスの充実のためのモデ
ル事業

○内航フィーダー輸送網の強化

・神戸港－中・四国 等

○バージ輸送網の強化

・京浜港－千葉港

・大阪港－神戸港

②内航フィーダーサービス等の充
実のためのモデル事業

○スーパー中枢港湾の主要ターミナルに
おいて、適切なコスト負担のもとでの荷主
の需要に応じたモデル事業の実施

（神戸港等）

①コンテナターミナルの２４時間
オープン実現のためのモデル事
業

24
年度

23
年度

22
年度

21
年度

具体的取組み施 策

協議会設置

実施体制
構築

実施体制
構築

実施体制
構築

実施体制
構築

実施体制
構築

実施体制
構築

実施体制
構築

実施体制
構築

貿易手続改革プログラム
集中改革期間

施設整備・順次実現

モデル事業 実現

モデル事業 実現

モデル事業 実現

モデル事業 実現

モデル事業 実現

○：集中改革プログラムでの実施事項 ★：連携施策
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港湾整備事業

離島における活動拠点の整備 （海洋施策の推進）

【目的】

海洋資源の開発・利用、海洋調査等に関する海洋での活動や、これらの活動を
支援する各種の施設の維持管理等の活動が、本土から遠く離れた海域においても
安全かつ安定的に行われるよう、遠隔離島において、輸送や補給、荒天時の待避
等が可能な活動拠点の整備を推進する。

【概要】

遠隔離島における活動拠点の整備を推進するため、以下について調査を実施す
る。

大型の係留施設のない離島における

資機材・燃料等の陸揚げの様子

利尻島

隠岐

対馬

父島北大東島
南大東島

佐渡島

グアム島

那覇

石垣島

与那国島

八丈島

硫黄島 南鳥島

係留施設と滑走路の両方を

備えた離島

滑走路を備えた離島

調査船を係留するために必要な
水深-7.5m以上の係留施設を

備えた離島

係留施設と滑走路の両方を

備えた離島

滑走路を備えた離島

調査船を係留するために必要な
水深-7.5m以上の係留施設を

備えた離島

福江島

離島における輸送施設の現況

①人員の交替・休憩や急病人の搬送①人員の交替・休憩や急病人の搬送

②水・食料等の補給②水・食料等の補給

③観測・建設資機材等の積替③観測・建設資機材等の積替

及び備蓄基地及び備蓄基地

期待される機能
海上輸送と

航空輸送の結節

補給拠点及び

資機材備蓄基地

①活動拠点の利用形態及び利用方法の検討
②自然条件の検討（波浪観測を含む。）
③施設計画の検討
④管理手法の検討
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11 

 

 

 

 

 

１．事業の概要 

新潟港における外貿コンテナ輸送需要の増加に対応した取扱能力の向上を図る

ため、新潟港東港区西ふ頭地区において、国際海上コンテナターミナル（水深 12m)

の整備を行う。 

 

 

２．事業計画 

○整備内容 ： 岸壁（水深 12m）（耐震）、泊地（水深 12m）、航路・泊地（水深 12m）、

荷役機械、ふ頭用地 

○事業期間 ： 平成２１年度～平成２３年度 

○総事業費 ： ７７億円 （港湾整備事業費 ５４億円） 

○Ｂ／Ｃ   ： ６．７（便益の主な根拠 予測取扱貨物量 ： ６．２万TEU/年） 

 

 

 

 

 

 

 

ふ頭用地 
（起債事業） 

荷役機械
（起債事業）

新潟港東港区西ふ頭地区

航路・泊地(水深12m)

岸壁(水深12m)(耐震)
泊地(水深12m) 

新潟港
に い が た    

 東港区
ひ が し こ う く

 西ふ頭
に し ふ と う

地区 

国際海上コンテナターミナル整備事業（水深 12m）（耐震） 

【位置図】 

新潟港 

港湾整備事業 
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１．事業の概要 

名古屋港における外貿コンテナ輸送需要の増加に対応した取扱能力の向上を図

るため、名古屋港鍋田ふ頭地区において、国際海上コンテナターミナル（水深 12m）

の整備を行う。 

 

 

２．事業計画 

○整備内容 ： 岸壁（水深 12m）（耐震）､泊地（水深 12m）､航路泊地（水深 12m）、

道路、道路（改良）、荷役機械、ふ頭用地 

○事業期間 ： 平成２１年度～平成２７年度 

○総事業費 ： ２６４億円 （港湾整備事業費 １９４億円） 

○Ｂ／Ｃ   ： ５．５（便益の主な根拠 予測取扱貨物量 ： ２２万TEU/年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋
な ご や

港 鍋田
な べ た

ふ頭
ふ と う

地区 

国際海上コンテナターミナル整備事業（水深 12m）（耐震） 

名名古古屋屋港港鍋鍋田田ふふ頭頭地地区区  

道路（改良） 

岸壁(水深12m)(耐震) 

航路泊地(水深12m) 

泊地(水深12m) 

ふ頭用地
(起債事業) 

道路 

【位置図】

名古屋港 

荷役機械 
(起債事業) 

港湾整備事業 
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１．事業の概要 

京浜港における外貿コンテナ輸送需要の増加、川崎港東扇島地区の物流機能高

度化等に伴う港湾関連車両の交通量増加に対応するため、東扇島～水江町地区に

おいて、臨港道路の整備を行う。 

 

 

２．事業計画 

○整備内容 ： 臨港道路 ※車線幅１４ｍ×延長４，４５４ｍ 

○事業期間 ： 平成２１年度～平成２８年度 

○総事業費 ： ５４０億円 （港湾整備事業費 ： ５４０億円） 

○Ｂ／Ｃ   ： ２．０（便益の主な根拠 予測交通量 ： ２１，７００台/日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川崎港
かわさき   

東 扇
ひがしおうぎ

島
じま

～水江
み ず え

町
ちょう

地区 

臨港道路整備事業 

水江町地区 

東扇島地区 

臨港道路 

川崎港東扇島～水江町地区 

川崎港 
【位置図】 

港湾整備事業 
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１．事業の概要 

徳島小松島港におけるフェリー輸送需要の増大及び船舶の大型化に対応した取

扱能力の向上を図るため、徳島小松島港沖洲（外）地区において、複合一貫輸送ター

ミナル（水深8.5m）の整備を行う。 

 

 

２．事業計画 

○整備内容 ： 岸壁（水深8.5m）（耐震）､泊地（水深8.5m）､航路・泊地（水深8.5m）､ 

防波堤､ふ頭用地 

○事業期間 ： 平成２１年度～平成２６年度 

○総事業費 ： １２７億円 （港湾整備事業費 １１８億円） 

○Ｂ／Ｃ   ： ２．５（便益の主な根拠 予測取扱貨物量 ： ２１０万トン/年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徳島
と く し ま

小松島
こ ま つ し ま

港 沖洲
お き の す

(外
そ と

)地区 

複合一貫輸送ターミナル整備事業（水深 8.5m）（耐震） 

徳島小松島港沖洲(外)地区 

泊地(水深8.5m) 

航路・泊地(水深8.5m)

防波堤

岸壁(水深8.5m)(耐震)

ふ頭用地 
(起債事業) 

【位置図】 

徳島小松島港 

港湾整備事業 



海岸事業

津波・高潮危機管理対策緊急事業の拡充

【目的】
近年、低気圧による激しい高波等により、甚大な被害が発生し、越波からの人

命・資産の防護が喫緊の課題となっている。また、地球温暖化に伴う気候変化に
よる海面水位の上昇、台風の激化等により、高潮災害等の災害リスクの増大が
懸念されている。
このため、危機管理対応の充実を図るよう、観測施設や観測データを収集・処

理・伝達するシステムの整備を行うとともに、局所的な堤防等未整備箇所におい
て堤防等を整備し連続性の確保を図ること等により、津波・高潮発生時における
人命の優先的な防護を推進することを目的とする。

【概要】
一連の防護区域を有する海岸において、地方が作成する津波・高潮危機管理

対策緊急事業計画に基づき、以下の対策を総合的に推進する。

潮位計等の観測施設の設置

 

ﾃﾞｰﾀ収集・処理・伝達ｼｽﾃﾑの整備

  

沿岸監視ｶﾒﾗ・越波情報提供
ｼｽﾃﾑの整備

津 波 ・ 高 潮 発 生 ！

① 水門等の自動化・遠隔操作化及び改修等

② 堤防、護岸等海岸保全施設の破堤防止、局所的な堤防等未整備箇所における堤防

等の整備、排水工の整備

③ 津波・高潮ハザードマップの作成支援

④ 津波防災ステーションの整備

⑤ 津波・高潮に関する観測施設、情報提供施設等情報基盤の整備

⑥ 避難対策としての管理用通路の整備

⑦ 避難用通路の設置

※下線部について拡充
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１．事業の概要
和歌山下津港海岸海南地区において、東南海・南海地震による津波から人

命や地域における中枢機能、産業集積を防護するための抜本的な津波対策を
行う。

２．事業計画
○整備内容 ： 護岸（改良）、水門、津波防波堤
○事業期間 ： 平成２１年度～平成３１年度
○総事業費 ： 約２５０億円
○Ｂ／Ｃ ： ８.９（便益の主な根拠

浸水防護面積 ： ３８７ha、浸水防護戸数 ： ５,２２４戸）

和歌山下津港海岸（海南地区）直轄海岸保全施設整備事業
わ か や ま し も つ か い な ん

防護区域

42

◎

海南市役所

海南消防署

病院等
学校

海南警察署

工場

発電所

◎

主要交通施設が集積
（国道４２号、JR紀勢本線）

中枢機能が集積
（行政・防災関係機関）

防波堤(改良)
護岸(改良)水門

津波防波堤

多様な産業集積
（鉄鋼・電力・石油精製等）

ＪＲ海南駅

和歌山下津港海岸
海南地区

津波防波堤(可動部)

津波防波堤

海岸事業
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観光圏への玄関口となる旅客船ターミ
ナルについて、快適なターミナルビル
の整備を政策的に促進

周遊割引券の導入
（移動の快適化）

港湾機能高度化施設整備費補助金の拡充
（港湾観光交流支援基盤施設）

Ａ市

Ｃ町

Ｂ市

快適な旅客船ターミナルの整備

外国語表示の充実等

周遊

Ｄ町

滞在促進地区
を中心とした

周遊ネットワークの形成

海からの海からの
アクセスアクセス

共通入湯券の導入共通入湯券の導入

（宿泊の魅力向上）（宿泊の魅力向上）

イベントの開催イベントの開催

農業体験プログラム
の開発

魅力ある観光資源を魅力ある観光資源を活かした活かした

観光観光商品商品のの開発開発

地域限定の食の
メニューの開発

観光圏

心地よい
観光空間の創造

水辺空間の修景等

観光客の移動利便性の増進

現在の旅客船ターミナルの問題点

ボーディングブリッジが無い ターミナルビルが狭隘

新規制度

補助対象：旅客船ターミナルビル

補助率 ：４／１０

その他施設費

【目的】

旅客船ターミナルの多くは、ターミナルビルが無い、ターミナルビルが狭隘等、旅
客の利便性・快適性に関する配慮が不十分等の課題を抱えている。このため、来訪
者を迎えるに相応しいホスピタリティーの高い旅客船ターミナルを整備し、国際競争
力の高い魅力ある観光地の形成、観光立国の実現に資する。

【概要】

観光圏整備法に基づく観光圏への玄関口となる港湾において、快適で利便性の
高い旅客船ターミナルビルの整備を新たに港湾機能高度化施設整備費補助の対
象とする（拡充）。
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